
 

 

 

 

       

  

（単位：百万円）

流動資産 流動負債

現金及び預金 短期借入金

未収運賃 １年内返済予定の長期借入金

未収金 コマーシャル・ペーパー

未収消費税等 未払金

販売土地及び建物 未払法人税等

貯蔵品 前受運賃

関係会社短期貸付金 前受金

その他の流動資産 賞与引当金

環境対策引当金

その他の流動負債

固定資産 固定負債

鉄軌道事業固定資産 長期借入金

兼営事業固定資産 退職給付引当金

各事業関連固定資産 資産除去債務

建設仮勘定 その他の固定負債

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

関係会社出資金

繰延税金資産 株主資本

その他の投資等 資本金

貸倒引当金 資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

オープンイノベーション促進積立金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

（資産の部） （負債の部）

貸借対照表

（2025年３月31日現在）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

44,272 223,286

16,671 4,100

48,282

6,934

9,156 103,000

5,994 41,000

624

7,517

1,325 3,668

3,195 5,452

370 6,232

975,656 216,874

17

4,015

2,216 1,248

16,448 4,524

824,658 203,000

65,687 8,101

66,645

51,073

3,909

（純資産の部）

575,411

2,690 負債合計 440,161

224,549

100,862

100,862

250,000

224,549

499

4,970

4,004

△ 1

資産合計 1,019,928 負債・純資産合計 1,019,928

4,355

純資産合計 579,767

100,362

4,355



     

 

     

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

鉄軌道事業

営業収益

営業費

営業利益

兼営事業

営業収益

営業費

営業損失

全事業営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

その他

営業外費用

支払利息

コマーシャル・ペーパー利息

支払手数料

その他

経常利益

特別利益

工事負担金等受入額

鉄軌道施設受贈財産評価額

特別債等分担金

その他

特別損失

工事負担金等圧縮額

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

375

8,853

2,399

8 11,460

28,636

40,887

12,782

△ 531 12,250

損益計算書

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

科目 金額

0

3,443

38,937

167,030

124,649

262

8,677

42,380

12,720

16,164

173

1,072

852

14 1,522

38,280

12 865

8,853



    個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）  有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式                移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等    時価法によっております。  

以外のもの             （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等    移動平均法による原価法によっております。 

但し、匿名組合出資金については、当該組合の財産の持分相当額

を計上しております。 

（２）  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売土地及び建物     個別法による原価法によっております。 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定しております。） 

貯蔵品                   移動平均法による原価法によっております。 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定しております。） 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）  有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、鉄軌道事業取替資産については取替法によっております。また、構築物、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び 2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法によっております。 

（２）  無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

（３）  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

 

 

 



３ 引当金の計上基準 

（１）  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）  賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

（３）  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

        退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による 

定額法により費用処理しております。 

（４） 環境対策引当金 

保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用の支出に備えるため、その見積額を計上し

ております。 

 

４ 収益及び費用の計上基準 

    当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。 

（１）  交通事業 

交通事業における鉄軌道事業については、顧客との契約により輸送役務を提供しております。 

この鉄軌道事業における、定期運輸収入については、輸送役務が有効期間にわたって提供される

ものと判断し、有効期間に応じて収益を認識しております。また、定期外運輸収入については、

輸送役務の完了をもって収益を認識しております。 

（２）  マーケティング事業 

マーケティング事業における商業施設の運営について、店舗の賃貸等を行っており、リース取

引に関する会計基準に従い、契約期間に応じて収益を認識しております。 

（３）  都市開発事業 

都市開発事業については、主に不動産の販売、賃貸等を行っております。土地及び建物の販売

については、土地及び建物を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。不動産の賃貸に

ついては、リース取引に関する会計基準に従い、契約期間に応じて収益を認識しております。 

 

 



５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）  退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計

算書類における会計処理の方法と異なっております。 

（２）  鉄軌道事業における工事負担金等の会計処理 

鉄軌道事業における建設工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として工事

負担金等を受け入れております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当

額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。 

損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得

原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

なお、当事業年度の特別損失に計上した工事負担金等圧縮額のうち、工事負担金等（補助金、

鉄軌道事業施設受贈財産評価額を含む）による圧縮額は 8,853百万円であり、収用等によるもの

はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（貸借対照表に関する注記） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額                     1,279,223百万円 

  

２ 事業用固定資産の内訳 

有形固定資産                          868,694百万円 

土地                             76,480百万円 

    建物                             119,606百万円 

構築物                                                  573,965百万円 

車両                             65,633百万円 

機械装置                           22,280百万円 

その他                            10,728百万円 

     無形固定資産                          23,868百万円 

 

３ 偶発債務 

併存的債務引受による連帯債務                     3百万円 

 

４ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                                                1,505百万円 

短期金銭債務                         6,820百万円 

 

５ 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等圧縮累計額    25,008百万円 

なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄軌道事業施設受贈財産評価額を含む）によ

る圧縮記帳累計額は 25,008 百万円であり、収用等によるものはありません。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因

は有価証券評価差額であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

１ 法人主要株主等                              （単位:百万円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 所有(被所有) 

割合 

主要 

株主 
大阪市 

（被所有） 

直接 

100％ 

特別債等 

分担金 

受入等 

特別債等 

分担金の 

受入額 

2,399 ― ― 

（注）１ 取引金額には消費税等を含めておりません。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

         特別債等分担金の受入については、大阪市と締結した協定書に基づき、特別債等の繰上償還

時点で未交付の金額を分担金として受け入れているものであります。 

 

２ 役員及び個人主要株主等                                                    （単位:百万円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の 
関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 所有(被所有) 

割合 

役員及 

びその 

近親者 

堀 元治 ― 

当社 

常務取締役､ 

(株)スルッと 

KANSAI 

代表取締役 

交通系ＩＣ

カードによ

る運賃精算 

の受入 

64,583 未収運賃 5,761 

（注）１ 取引金額及び期末残高には消費税等相当額を含めております。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

      交通系ＩＣカードによる運賃精算の受入については、(株)スルッと KANSAI において、交通系

ＩＣカード利用に伴う乗車料金等の精算業務を一元的に行っているものであり、当社利用実績

にもとづく乗車料金を受け入れているものであります。 

   ３ (株)スルッと KANSAI との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額                                          61,831円 15 銭 

１株当たり当期純利益                                         3,053円 99 銭 


